
 

 

 

エムティーアイ、全従業員向けに妊活の基礎知識セミナーの開催と 
『ルナルナ オンライン診療』を活用した「オンライン不妊相談」の実証を開始！ 

～将来的に妊娠を望む人は 7 割以上！妊娠に関する情報収集はネットや SNS が主流？！ 
情報の正確性や信頼性に不安を感じている人が多く・・・～ 

 
株式会社エムティーアイ（以下、「当社」）は、全従業員を対象に、産婦人科医による「妊活の基礎知識」セミナーを

オンラインで開催し、将来子どもを持つことを希望する社員が今後のキャリア形成を考えるきっかけを促すとともに、

会社全体の「妊活」や「不妊治療」に対する知識向上を図ることで、長く安心して働き続けられる職場づくりを推進し

ます。 

また本セミナーの開催に合わせ、女性の健康情報サービス『ルナルナ』と当社のグループ会社である株式会社カ

ラダメディカ（以下、「カラダメディカ」）※1が提供する、産婦人科向けオンライン診療システム『ルナルナ オンライン診

療』※2 を活用した、「オンライン不妊相談」サービスの実証を開始します。 
 

◆妊活・不妊治療を学ぶセミナーで今後のキャリア形成をサポートし、安心して働き続けられる職場へ  

日本の夫婦の約 2.9 組に 1 組は不妊を心配したことがあり、約 5.5 組に 1 組は不妊症の検査、または治療を受

けたことがあるとされています。また厚生労働省の調査では、不妊治療と仕事の両立ができず、16％の人が離職を

しているという結果も出ています。※3 

このような背景を受け当社では、従業員を対象に、聖マリアンナ医科大学病院の洞下由記先生による「今から知っ

ておきたい！将来の妊活に向けたカラダ作りと不妊治療の基礎知識」のオンラインセミナーを開催します。本セミナー

では、妊活や不妊治療の正しい基礎知識を学び、自分が望むライフプランの選択肢を考えるきっかけを促します。ま

た、多様な選択肢のひとつとして、将来子どもを持つことを希望する従業員のキャリア形成をサポートし、会社全体と

して理解を深めることで、長く安心して働き続けられる職場づくりを目指します。 

また本セミナーの開催に合わせ、女性の健康情報サービス『ルナルナ』とカラダメディカが提供する、産婦人科向け

オンライン診療システム『ルナルナ オンライン診療』を活用した、「オンライン不妊相談」サービスの実証を開始します。

本実証では、妊活を行っている人だけでなく、将来的に妊娠を望む従業員とそのパートナーを対象に、妊娠や不妊に

ついて産婦人科医へのオンライン相談を実施します。 
 

【洞下由記先生プロフィール】 

聖マリアンナ医科大学 大学病院 

産婦人科学（婦人科）講師、大学病院婦人科医長 

平成 14 年聖マリアンナ医科大学医学部卒 

専門／担当分野：生殖内分泌、周産期、がん・生殖医療 

日本産科婦人科学会専門医、日本生殖医学会生殖医療専門医 

 

【「オンライン不妊相談」の実証の概要】 

 実証期間：2021 年 5 月から 2021 年 7 月 

 募集人数：20 組 

 対象者：全従業員とそのパートナー（従業員のパートナーのみの利用も可） 

 内容：不妊・妊娠に関する相談（現在妊活を行っていなくても相談可） 

 実施医療機関：聖マリアンナ医科大学病院 産婦人科 洞下由記先生（https://www.marianna-u.ac.jp/hospital/） 

※本実証は、カラダメディカが行う「オンライン不妊相談」サービスの実証に、エムティーアイの従業員が協力するものです。 

 
◆妊娠に関する情報収集はネットや SNS！しかし、情報の正確性や信頼性を不安視する声が多く… 

今回のセミナー開催にあたり、『ルナルナ』にて、現在妊活をしていないユーザーを対象に「妊娠・不妊に関する意

識調査」※4 を実施しました。 

子どもをいつごろ授かりたいと考えているかを聞いてみると、「できるだけ早く欲しい（1 年以内には欲しい）」が

25.4％で最も多く、次いで「具体的な時期は分からないがいずれは欲しい」24.6％、「2～3 年以内には欲しい」14.2％
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となり、時期は未定であっても 7 割以上の人は将来的には子供を授かりたいと思っていることが分かりました。 

では、「将来の妊娠を考えて、妊娠についての

情報収集を行なっているか」を聞いたところ、約半

数の 48.9％の人が「はい」と回答しており、情報収

集の方法として最も多かったのは「インターネット」

で74.3％、次いで「SNS」44.8％、「妊活をサポート

するアプリ」32.1％となりました。しかし、妊娠につ

いての情報を収集する際に悩みがあるかを聞いて

みると、「正しい情報かどうかの判断がつかない」

が 71.8％で最も多く、次いで「信頼できる情報源が

わからない」43.5％、「知りたい情報が見つからな

い」15.6％となりました。インターネットやSNSの情

報は、いつでもどこでも気軽にアクセスできます

が、その反面、自身で正しい情報であるかを判断

する必要があるため、不安を感じている人が多い

ことが分かります。 

また、「不妊治療」の費用について、国や自治体

などから補助金がでる場合があることを知っている

かを聞いたところ、「はい」39.2％、「いいえ」60.8％

となり、「国やお住いの自治体などからの補助金には、年齢制限がある場合があることを知っていますか？」という

質問に対しては、「はい」が 22.1％、「いいえ」が 77.9％となりました。不妊治療に対して、国や自治体からの補助金

があることなどの制度に関しては、知らない人のほうが多いという結果となりました。 
 
当社の全従業員向けに実施したアンケート※5 で

は、「将来子どもが欲しいと考えている」「欲しいか

どうかまだわからない」と思っている人に、今後、

子どもを持つことを想定した際に、最も不安に思う

ことを聞いてみると、1 位が「自分もしくはパートナ

ーが妊娠できるかどうか」20.3％、2 位が「妊娠～

育児の際の経済的な面」19.0％、3 位が「妊娠～

育児と仕事を両立できるか」17.7％となりました。 
 

＜洞下由記先生からのコメント＞ 

今は気軽にインターネットで情報を得ることができる時代です。便利な一方で、間違った知識や自分にはあってい

ない情報で悩んだり苦しんだりすることもあります。できれば自然妊娠を望んでいるとしても、妊娠しにくい原因がな

いかどうかは確認しておきましょう。なかなか産婦人科受診のハードルは高いようですが、気になった時が受診のベ

ストタイミングです。相談だけでも構いませんので、気軽に受診していただけたらと思います。 

※アンケートの詳細は、別紙「参考資料」にてご確認いただけます。 
 
今後も当社では、従業員の健康維持・増進を重要な経営課題とし、従業員自らが心身ともに健康で働きやすい職

場づくりに注力していきます。 
 

※1：株式会社カラダメディカは、当社と株式会社メディパルホールディングスの合弁会社です。 

※2：『ルナルナ オンライン診療』についてはこちら  

＜医療施設向け＞https://lp.telemedicine.lnln.jp/ ＜一般の方向け＞https://lp.telemedicine.lnln.jp/p.html  

※3：厚生労働省「不妊治療と仕事の両立サポートハンドブック」（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/30l.pdf ） 

※4：『ルナルナ』による、「「妊娠・不妊に関する意識調査」 

   調査実施期間：令和 3 年 3 月 5 日（金）～3 月 9 日（月） 調査対象：10～50 代以上の女性 2,684 名 

※5：エムティーアイによる「妊活・不妊治療の知識調査」  

調査実施期間：令和 3 年 4 月 12 日（月）～4 月 18 日（日） 調査対象：全従業員 188 名 

 

 

 

 

 

報道関係の方からのお問い合わせ先 
株式会社エムティーアイ 広報室 
TEL ：03-5333-6755   FAX： 03-3320-0189 
E-mail：mtipr@mti.co.jp URL：https://www.mti.co.jp/   



≪参考資料≫                                                      ［別紙 1］ 

『ルナルナ』による、妊娠・不妊に関する意識調査 
調査実施期間：令和 3 年 3 月 5 日（金）～3 月 9 日（月） 調査対象：10～50 代以上の女性 2,684 名 
 

■将来子どもを望んでいても、自分やパートナーが妊娠できるか不安な人が 7 割以上！  

Q．今後子どもを持つことを想定した際、何か不安なことは

ありますか。（複数選択） 

現在、妊活をしていない『ルナルナ』ユーザーを対象に、

いつごろ子供を授かりたいと考えているかを聞いてみると、

「できるだけ早く欲しい（1 年以内には欲しい）」25.4％、「2～

3 年以内には欲しい」14.2％、「4～5 年以内には欲しい」

7.3％、「具体的な時期は分からないがいずれは欲しい」

24.6％、「欲しいかどうかまだわからない」12.2％、「子ども

を望んでいない・子どもを産まない予定だ」16.3％となりまし

た。 

時期は未定であっても 7 割以上の人は将来的には子供

を授かりたいと思っていることが分かりました。 
 

Q．今後子どもを持つことを想定した際、何か不

安なことはありますか。（複数選択）  
では今後、子どもを持つことを想定した際に不

安なことはあるかを聞いたころ、1 位が「自分もしく

はパートナーが妊娠できるかどうか」70.3％、2 位

が「妊娠から育児の際の自分の精神面」63.7％、

3 位が「妊娠から育児の際の自分の体力・体調

面」63.1％となりました。 
 

■妊娠に関する情報収集はネットや SNS！しかし、情報の正確性や信頼性を不安視する声が多く… 

Q．あなたは、将来の妊娠を考えて、妊娠についての情報収集を行なっていますか？ 

では、妊娠を考えて何か情報収集を行なっているかを聞いてみると、「はい」48.9％、「いいえ」51.1％となり、半数

近くの人が情報収集を行っているのが分かりました。 
 

Q．「はい」とお答えした方にお聞きします。あなたはどこから情報を得ていますか？（複数選択） 

続いて、情報収集を行っている人にその方法につ

いて尋ねたところ、最も多かったのが「インターネッ

ト」で 74.3％、次いで「SNS」44.8％、「妊活をサポー

トするアプリ」32.1％となり、スマートフォンなどで手

軽に調べられる方法が多く活用されているようです。

一方で、「医師や保健師などの医療専門職」から情

報を得ている人は 8.9％と、1 割に満たない結果とな

りました。 
 

Q．妊娠についての情報収集する際に悩みがあれ

ば教えてください。（複数選択） 

では、妊娠についての情報収集する際に悩みが

あるかを聞いてみると、「正しい情報かどうかの判断

がつかない」71.8％で最も多く、次いで「信頼できる

情報源がわからない」43.5％、「知りたい情報が見

つからない」15.6％となりました。インターネットや

SNS などの情報は、いつでもどこでも気軽にアクセ

スできますが、その反面、自身で正しい情報である

かを判断する必要があるため、不安を感じている人

が多いことが分かります。 

 

 



［別紙 2］ 

■不妊治療のイメージは、お金がかかる？！国や自治体からの補助金を知っている人は 3 割ほど 

Q．「不妊治療」に対するイメージを教えてください。（複数選択） 

続いて、「不妊治療」に対するイメージを聞いて

みました。1 位が「お金がかかる」89.3％、2 位が

「パートナーとの協力が必要」73.3％、3 位が「精

神面で負担が大きい」68.7％となりました。9 割

近くの人は経済的負担が大きいと考えていること

が分かります。 

しかし、「不妊治療」の費用について、公的医

療保険が「適用される治療」と「適用されない治

療」があることを知っているかを聞いたところ、

「はい」が 38.9％、「いいえ」が 61.1％となり、今後、公的医

療保険が「適用される治療」の範囲が拡がることを知ってい

るかという質問に対しては、「はい」30.3％、「いいえ」69.7％

となりました。また、「不妊治療」の費用について、国やお住

いの自治体などから補助金がでる場合があることを知って

いるかを聞いたところ、「はい」39.2％、「いいえ」60.8％とな

り、「国やお住いの自治体などからの補助金には、年齢制

限がある場合があることを知っていますか？」という質問に

対しては、「はい」が 22.1％、「いいえ」が 77.9％となりまし

た。 

不妊治療に対して経済的負担が大きいというイメージが

ある一方で、公的医療保険が適用される治療があること

や、国や自治体からの補助金があることなど、制度に関しては知らない人のほうが多いという結果となりました。 
 

■不妊を疑う場合、産婦人科での治療を考える人は 4割弱。経済的負担や治療への不安を持つ人も多く 

Q．「不妊」を疑う場合、産婦人科で「不妊治療」を受けるという選択肢もありますが、あなたは「不妊治療」を受けた

いと思いますか？ 

では、不妊を疑った場合に、産婦人科での「不妊治療」を受けたいかを聞いたところ、「思う」が 35.4％、「思わな

い」が 12.2％、「わからない」が 52.4％となりました。 

「思わない」「わからない」と答えた人にその理由を聞いてみると（複数選択）、最も多かったのが「できれば自然妊

娠で授かりたいと思うから」66.3％、次に「経済的に難しいと思うから」44.0％、「治療に対して漠然とした不安がある

から」36.1％となりました。 

  
今回の結果から、将来的に子どもを望んでいる女性は多くいる一方で、妊娠に関する知識や情報源は、インター

ネットや SNS などに頼りがちであり、正確性については不安視していることや、国や自治体の制度についても約半

数の人が知らないという結果となりました。 

 

 
 

 


